
1．研究の背景と目的
中国企業の成長と中国政府による「一帯一路」戦

略が公表されて以来（2013年）、日本への企業進出
が増加している。2018年に、世界最大の配車サービ
スのプラットフォーム企業である滴滴出行（以下
DiDi とする）は東京と京都でタクシー配車サービ
スを開始した。さらに、2019年には、DiDi のサー
ビス提供エリアを日本全国13都市に拡大し、Yahoo、
乗換案内アプリや paypay との連携も開始した。こ
のことから、DiDi の日本進出は比較的順調に進ん
でいると言えるだろう。

ところが、実際には、日本市場に進出する際、現
地社会の消費観や行動様式を迅速かつ正確に把握す
ることが困難となる場合もある。対日本進出の中国
企業の将来を考えると、日本現地に受け入れられる
ローカライゼーション戦略こそが求められている。
そのため、DiDi は日本市場において、経営現地化
の問題にどう対応すべきかという問題を明確にする
ことが、在日事業の発展にとって戦略的な課題とな
っている。

本研究の目的は（2013年）を事例とする定性的考
察を通じて、中国プラットフォーム企業の発展状況
及び現地適応戦略の調整・変容メカニズムを解明す
ることにある。それは、対日進出する中国プラット
フォーム企業において、これからどのようなローカ
ライゼーション戦略が求められるべきかを明瞭にし、
日中双方にとって「WIN‐WIN 関係」を構築するた
めに建設的な提言を行おうとする意義を持つ。

2．日本配車サービス業界に関する考察
三井住友銀行（2018）によれば、タクシー需要は、

リーマンショック後、法人利用の減少等から大幅に
落ち込んだが、10年以降はほぼ横ばいで推移してい
る。一方供給面をみると、09年と14年の規制強化に
加え、乗務員不足の影響もあって減少傾向にあり、
需給バランスは緩やかに改善している。その結果、
ここ数年、稼働1台当たりの売上高は増加傾向にあ
る。また、日本において、複数の利用者が1台のタ
クシーに相乗りする実証実験を実施したが、成約率
が低く、今後、シェアリングサービスに対する認知
度の向上や、同乗者への不安を取り除く仕組み等の
改善策が求められる。

国土交通省は地域や観光地の移動手段の確保・充
実や公共交通機関の維持・活性化を進めるため、新
たなモビリティサービスである MaaS（Mobility as
a Service）の全国への普及を推進している。MaaS
の普及にあたっては、2020年度よりキャッシュレス
決済の導入について支援を行っている。これにより、
2019年に実証実験の支援を行った地域と2020年に
AI オンデマンド交通の導入支援を行った地域を合
わせ、日本版 MaaS の推進に取り組む地域がさらに
拡大しつつある。

3．DiDi の発展現状に関する考察
イギリスの調査会社 Juniper Research によれば、

ライドシェアのドライバー数は、2017年から2022年
にかけて毎年15％伸び続け、世界中で430万人から
860万人に倍増すると推計されている。売上高につ
いても、2017年の11億ドル（約1，200億円）から2022
年には19億ドル（2，100億円）と2倍弱になると推
計されており、今後の成長が予想されている。ライ
ドシェア企業の時価総額ランキングでは、アメリカ

獨協経済研究 第29号（2020）

中国プラットフォーム企業による経営の現地化
―「滴滴出行」の対日戦略を中心に―

Localization operation of Chinese platform enterprises
centered on Didi Global strategy toward Japan

獨協大学 経済学研究科 経済経営情報専攻
寇 楚軒

Kou Chuxuan

43



の Uber と中国の DIDI が突出している。今日、ラ
イドシェアにおいて先行した企業が市場を支配する
傾向にある。この2社を日本企業の時価総額ランキ
ングと比較すると、Uber が6位、DIDI が11位に
相当し、日本を代表する企業と肩を並べるほどに成
長している。Uber の設立が2009年、滴滴出行の設
立が2012年であることから、ライドシェアがいかに
急速に発展してきたビジネスであるかがわかる。（太
田、2019）

Manamina のデータによれば、配車サービスのユ
ーザー数において、2020年7月の時点で DIDI は第
二位を占めている。DIDI は2年足らずで、このよ
うな著しい成果を収めた。

4．プラットフォーム業界とローカライゼ
ーション戦略に関する考察

プラットフォームについての定義が論者によって
異なっている。元々は「共通の土台（基盤）となる
環境」と認識されているが、マカフィーとブリニョ
ルフソン（2018）は、「プラットフォームとは、ア
クセス、複製、配布の限界費用がほとんどゼロのデ
ジタル環境だ」と定義している。通商白書（2016）
によれば、情報通信技術の発展に伴い、世界のデー
タフローは年率数十パーセントという猛烈な勢いで
飛躍的に拡大している。この急速に進化する環境で、
プラットフォームを構築した IT 企業こそが、情報
通信分野のみならず、自動運転、医療、金融、音楽
などの他分野に積極的に入り込んでいるのである。
プラットフォーム化が引き起こしたシェアリングエ
コノミーの拡大によって、実社会への影響も拡大し
つつある。

マカフィーとブリニョルフソンはさらに「プラッ
トフォームは、今日成功している企業の多くで利益
を生み出す原動力となっている」と指摘し、「プラ
ットフォームは、輸送、宿泊からフィットネスクラ
ブにいたるまで、物理的なものやサービスを扱う産
業にも急速に普及している」とも説明している。

ローカライゼーション戦略とは、一般的に海外現
地市場に適応するための戦略だと認識されている。
いわゆる現地化戦略のことである。徳永（2011）に
よれば、グローバル化は、必然的にローカル化を含
むといえるが、グローバル化には、現地の法律・規

則、社会システム・文化・価値などの違いから、“現
地に合った経営”を構築することになる。また、徳
永は現地化のプロセスを、⑴本社権限の集中と分散
関係―本社機能の現地化、⑵グローバルとローカル
のジレンマ、⑶低コストと現地適合関係、から説明
している。また川井伸一（2000）は経営管理の国際
化は二つの方向をもつと指摘する。ひとつは企業本
社の経営管理方針の国際化であり、本社の経営管理
方針・方法を他の国々や地域に普及させる方向性で
ある。もう一つの面は，本社の海外現地子会社の経
営管理方式を現地社会に適応するような形において
追求することである。

以上の視点と、笠原（2013）の知見から、ローカ
ライゼーション戦略には、資本の現地化、人材の現
地化、技術の現地化、原材料・部品の現地調達、経
営管理的スキルまた経営権の現地化、流通機構の現
地化、輸送手段の現地化等の諸側面があるとまとめ
ることができる。本研究はこの「製品の現地化」、「人
材の現地化」、「技術の現地化」、「流通・販売の現地
化」の4つの視点で、在日中国企業の経営現地化の
現状と課題を捉えていくこととする。

5．今後の研究について
以上が参考にした先行研究である。
これらの先行研究に基づき、DiDi と DiDi が所属

する業界の現状と動向を明瞭にしてきた。
今後は対日進出の中国企業をめぐるローカライゼ

ーション戦略の基礎的研究を進め、その概念的整理
を行う。また、プラットフォーム業界を研究する文
献を整理しながら、MaaS の動向についても研究す
る予定である。

必要に応じて、DiDi 社における管理職向けの質
的調査（インタビュー調査等）も検討する。
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